金融機能強化法に関する検討ポイント（案）


　標題法案については、①法目的、②実効性の担保、③モラルハザード、④既存法制との整合性などが検討ポイントと認識している。また、公党としての責務を果たすために「有効・迅速な金融危機対策実行」と「公的資金投入に関する適切な監視」を両立させる必要があると認識している。やや敷衍すると、以下のとおり。

１．政府案は「地域経済、中小企業を支援し、適切な金融仲介機能を発揮する」ことを目的としているが、こうした目的の実効性をどのように担保するのかを明らかにする必要がある。公的資金受入の際の中小企業融資増加などのコミットメントに対する責任の考え方も明らかにする必要がある。
２．政府案では「一律的に金融機関の経営責任等の明確化は要件としない」としているが、モラルハザードを防ぐために、どのような場合であれば経営責任を問うのかという一定の基準を明らかにする必要がある。

３．政府案は、中央機関（信金中金、全信連、労金連、農林中金）に対して公的資金を投入する枠組みを想定しているが、これらの先を対象とすることの合理性と既存法制との整合性を確認する必要がある。とくに、中小企業融資とは直接的にはあまり関係がなく、かつ過大なＣＤＯ等証券化商品投資を行ってきた農林中金への公的資金投入のあり方については検討を要する。グッドバンク部分とバッドバンク部分を峻別して公的資金を投入することも考えられるが、その際には、投資失敗についての経営責任のあり方が問われる。
４．政府案は、「中小企業に対する信用供与の円滑化等地域経済の活性化に資する方策」として、公的資金受入金融機関の自己資本比率が４％未満の場合の経営責任及び株主責任、公的資金受入に際しての組織再編成等の目標の有無、目標未達成の場合の経営責任等を問わないこととなっている。こうした対応が中小企業金融円滑化に資することの論拠と実効性については検討を要する。また、債務超過や自己資本比率４％未満の金融機関への公的資金投入の是非については検討を要する。

５．公的資金を投入する場合には、具体的な目標額を明示した中小零細企業融資計画（仮称）などを活用することも検討の余地がある。また、当該計画の実効性担保のための方策、計画未達成の場合の対応についても検討を要する。
６．中央機関への公的資金投入に際して「適切な資産査定がなされていること」となっているが、具体的に何をもって「適切」とするのかは検討を要する。例えば、企業会計原則や第三者査定などの扱いが検討課題となる。
以　　上
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